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1．問題の所在
経済人類学者カール・ポラソニー（K．Polany量）は19世紀文明が四つ
の制度の上に成り立っていたと主張した。
　第一は，一世紀間にわたって長期的に破壊的な強大国間の戦争を回避
したバランス・オブ・パワー・システムの存在である。
　第二は，世界経済を象徴する国際金本位制の確立である。
　第三は，前代未聞の物質的繁栄を生み出した自己調節的市場の発達で
ある。
　第四は，自由主義国家の存在である。
　これらの中，二つは経済的なものであり，他の二つは政治的なもので
あった。別の分類からすると，二つは国内的なものであり，他の二つは
国際的なものであった。「国内均衡」と「国際均衡」の同時的達成を可
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能にさせるメカニズムの形成である。この四つが合わさって19世紀の
「平和の100年」が可能となった。
　これらの制度のうちで，金本位制度が決定的なものであった。金本位
制によって国内均衡と国際均衡の同時的達成を実現させようとした。そ
して金本位制度を可能にさせる基盤は自己調節的市場の存在であった。
市場の「自己調節性」こそ近代世界の史的システムの要であった。
　しかし20世紀になると金本位制度が崩壊し，市場の自己調節性も保証
されなくなったというのがポラソニーの主張であった（［17］）。
2．20世紀の基本問題
　20世紀世界システムの課題はまさに国民国家という「国内均衡」と世
界政治経済システムとしての「国際均衡」をどのように調和させるかと
いうことであった。
　20世紀前半，世界は二度の大戦と一度の経済大恐慌を経験した。その
間，プロシャ帝国，オーストリー・ハンガリー帝国，ロシア帝国が崩壊
し，ドイツは権威主義的・中央集権国家として，ロシアはマルクス・レ
ーニン主義を指導理念とするボルシェビキ革命による社会主義国家シス
テムによって第二次世界大戦を戦ったが，ドイツは第ヴ次大戦に続く敗
北を喫し，国家の分断という悲劇を味わった。
　第二次世界大戦後，米ソを両極とする世界の分裂的関係がまたもや世
界に緊張を生み出したが，それぞれが自らの秩序を生み出すシステムを
作りつつ，最後の破局を避けるシステムとして国際連合を考えた。
　ところが国際連合は第一次世界大戦の経験から出発した国際連盟をモ
デルとしたものであった。しかし国際連盟の運命は不幸であった。国際
連盟は第二次世界大戦への破局をとどめることができなかった。そこで
第二次大戦中，連合国は国際連合の結成とともに国際通貨基金
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（IMF）と国際復興開発銀行（IBRD）を設立した。さらに商品および
サービスの貿易に関するルールの設定と貿易自由化，紛争解決を司る機
関として国際貿易機構（ITO）を設立しようとした。　ITOはアメリカ
議会が憲章を批准しなかったので設立されなかったが，1940年末になっ
て関税と貿易に関する一般取り決め（GATT）が発足した。第一次大
戦に比べて第二次大戦後，国際政治機構と国際経済機構が密接に結びつ
くことになった。
　第二次大戦後半世紀間，第一次大戦や第二次大戦のような世界戦争は
経験しなかった。ベトナム戦争や湾岸戦争をどう位置付けるか，これか
らの課題であるが。そして1929年の大恐慌に近い状況は1970年代先進工
業国が経験したが，大崩壊には至らなかった。20世紀前半の極度の混乱
に比べて20世紀後半の世界は比較的に安定した状況を保つことができた。
この安定が国際連合とIMF・GATT体制によるものか，バックス・ア
メリカーナとよばれるほどのアメリカの政治的・経済的・軍事的リーダ
ーシップによるものか，まだはっきりしない。たぶんアメリカの強力な
リーダーシップのもとでの国連，IMF・GATT体制が20世紀後半の世
界システムに曲がりなりにも秩序と安定をもたらしたのであろう。
　このように考えると，19世紀世界システムと20世紀世界システムの違
いはバックス・ブリタニカとバックス・アメリカーナという世界システ
ムの主役の交替と，ウィーン体制のもとでのバランス・オブ・パワー・
システムと国際連合システムの交替，さらには19世紀の金本位制度と20
世紀のIMF・GATT体制の交替に求めることができる。
　しかしポラソニーがあまり重視しなかった問題が20世紀後半の「国内
均衡」と「国際均衡」の調和を考える上ででてきた。国内均衡を考える
上での最重要課題が「物価の安定」と同時に「完全雇用」の達成になっ
た。一国の完全雇用を実現させる政策が他の国民経済に不均衡をもたら
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す危険性を生み出してきた。
　21世紀世界システムを考える上で，「完全雇用」とエコロジー的諸問
題を含む政治的・経済的な次元における「国内均衡」と「国際均衡」の
調和ある同時的達成ということが最大のテーマとなろう。
　そこで19世紀世界システムから20世紀世界システムへの移行を成し遂
げる上で決定的な役割を果たしたウッド。一・ウィルソン（W．Wilson）
とジョン・メイナード・ケインズ（J．M．　Keynes）を通して，20世紀世
界システムのルールの意義と21世紀世界システムのルールの可能性につ
いて考えて見たい。
3．ウィルソンと国際連盟
　1914年に勃発した第一次世界大戦は，一世紀間長期的な強大国間の戦
争を回避したバランス・オブ・パワー・システムを解体させた。世界は
新しい世界秩序を必要とした。戦争勃発後まもなく，英米をはじめいく
つかの国において国際機構の設立によって，戦争を抑制しようとする運
動が起こった。
　イギリスでは時の首相アスキスや外相グレイによって示され，た戦争目
的を批判して，1914年9月に労働党指導者J．R．マクドナルドと自由党
急進派のE．D．モレル，ノーマン・エンジェル，チャールズ・，トレブェ
リアン議員たちによって民主的統制連合が結成された（Union　of　Dem・
ocratic　Controll）。
　その民主的統制連合（UDC）に参加した急進派の中にケインズやラ
ッセル等がいた。彼等は秘密主義的な従来の外交や軍事のあり方に対し
て，議会による民主的統制を要求し，また彼等の主張を一般的原則とし
た戦争終結を求めてウィルソン大統領に働きかけた。
　同年11月に採用されたUDCの綱領はウィルソンの「14ヶ条」に盛り
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込まれていった。UDCは綱領で戦後の自由な通商を主張して，ドイツ
を差別待遇しないことを要求した。ウィルソンはイギリス急進派の講和
への活動や戦後構想に対する情報をロンドンの米大使館を通じて得てい
た（［18］）。
　アメリカにおいても国際連盟の設立によって戦争を防止しようとする
運動は第一次大戦を契機として本格化していった。すでにナポレオン戦
争直後の1815年にニューヨーク平和協会とマサチューセッツ平和協会が
設立されていた。1915年には平和強制連盟が発足した。
　1914年9月置「インディペンデント」誌に国際連盟案が発表されてい
た。その内容は領土保全，仲裁裁判，定期会議，軍縮，連盟脱退権など
を含む注目すべきものであった。1910年「ニューナショナリズム」を掲
げ革新党を結成して，「ニューフリーダム」をスローガンに掲げたウィ
ルソンと戦っていた元大統領セオドア・ルーズベルトも，1915年「事実
上または潜在的に力を有する世界の文明列国は，正当な平和のために厳
粛な条約によって世界連盟に統合されるべきである」と呼びかけていた。
　このような状況のもと，ウィルソンは1916年5月分平和強制連盟大会
で国際連盟について次のように述べた。
　「我々は，望むと望まざるとにかかわらず，世界の生活に参加してい
る。すべての国家の関心はまたわれわれの関心でもある。われわれは他
の諸国民の仲間なのである。人類に影響を及ぼすことはヨーロッパとア
ジア諸国であると同時に，必然的に我々の問題でもある。合衆国はその
ような目的を実現し，その目的が違反されぬようにするために結成され
た諸国間のいかなる可能な連合にも喜んで加盟国となる所存である。」
　1917年1月目勝利なき平和」演説で弱小国も強大国も同等に，民族国
家の自治と自決権を保障し，地域連盟を許さぬ国際機構を世界大戦終了
時に設立することが必要であると主張した。平和強制連盟指導者タフト
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が強制的仲裁裁判所制度によって国際紛争を解決しようとし，セオド
ア・ルーズベルトがイギリス政府指導者の発想と同じように，列強の強
制的軍事的制裁によって平和維持を主張したのに対し，ウィルソンの王
張はケインズやラッセルが参加していた民主的統制連合（UDC）の綱
領に近い新外交の原則でもって世界の平和を実現しようとした。
　しかしウィルソンの「勝利なき平和」要求にたいするドイツ政府の無
差別潜水艦攻撃による応答は，中立堅持の立場をとっていたウィルソン
に参戦を決意させた。そして戦争政策を中立的な原則で遂行しようとし
て，専制的ドイツ政府とドイツ国民を区別して，ドイツ国民に民主主義　‘
的社会への復帰を希望した。「ドイツ国民に対してわれわれの心には何
らの憎しみはない……われわれはドイツ国民の敵ではないし，……彼等
はわれわれの敵ではないのだ」と繰り返し宣言した。
　20世紀初頭のアメリカ大統領に課せられていた歴史的課題は二つあっ
た（［28］）。
　イギリスを中心とする19世紀世界（バックス・ブリタニカ）をいかに
アメリカを中心とする20世紀世界（バックス・アメリカーナ）へと再編
成するかという問題と，1917年分ルシェビキ革命によって世界に浸透し
始めた社会主義・共産主義とどのように対決するかという問題であった。
　こうした状況にあって，ウィルソンはアメリカと全ヨーロッパを中心
とする世界秩序の建設によって問題を解決しようとした。1918年1月ウ
ィルソンは「14ヶ条の提案」を行った。それは「平和に関する布告」で
無併合，無賠償の即時講和を呼びかけたボルシェビキ指導者への回答で
もあった。その内容は，　1．秘密外交の廃止，2．海洋の自由，3．経
済的障壁の除去，　4．軍備縮小，5．植民地住民と当該政府双方の利害
関係の公平な整備，6．ロシアの国際社会への復帰，7．ベルギーの主
権回復，8．アルザス・ロレーヌを含むフランス旧領土の回復，9．民
　6
　　　　　　　　　　　　　　　　　20世紀国際政治経済機構形成の理念
族自決によるイタリア国境の最調整，10．オーストリー・ハンガリー国
民に自治の機会を与える，11．バルカン諸国の主権回復，12．トルコに
おける少数民族の保護，13．ポーランドの独立，14．政治的独立と領土
保全の相互保全のために国際連盟を設立する。
　第1条の秘密外交・条約の廃止，第4条の軍備縮小，第5条から第13
条までの民族自決の原則は，第一次大戦勃発当時からイギリス民主的統
制連合が主張してきた路線であった。
　1918年，ドイツ軍が連合国に降伏してまもない11月18日，ウィルソン
はパリ講和会議に出席し，会議に臨んだ。講和会議は＄2ヶ国参加のもと，
1919年1月から開催された。
　ウィルソンは国際平和機構の計画は目前の戦争に関する諸問題の解決
という観点からだけでなく，1永久平和と正義への世界中の人々に共通す
る原則を基盤に検討されるべきであった。国民国家の孤立はもはや不可
能である。諸国民国家は国際集団安全保障体制の中でのみ生存可能であ
る。しかも国際安全保障自体，従来の軍事的見地だけでは不十分であり，
経済的，社会的，人道的側面からの政策も必要となった。
　しかし，’実際の国際連盟はウィルソンの構想を大幅に後退させて設立
された。アメリカ上院外交委員長ロッジが連盟規約に「モンロー・ドク
トリン」の承認を明記すること，連盟規約から内政問題を除くこと，脱
退権を明記すること，．議会の権限を確保することをもとめた。ウィルソ
ンは自国からのこのような要求に苦慮しつつもウィルソンは列国代表に
認めさせた。しかし，そのことが原因となって列国の利己的領土要求，
フランスの賠償要求等，結局「星の数」ともいわれる賠償金を敗戦国ド
イツに負わせた。
　しかしこの修正案さえもアメリカ本国で否決された。ウィルソンにと
って国際連盟は全人類に奉仕すべき機関であり，ある程度の国家主権の
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制限もやむを得ないことであった。しかしロッジ達の求めていた国際機
構はアメリカ自国の利益のために自由にしえるような，アメリカの国益
にそうた，常にアメリカの指導力によるものでなければならなかった。
　そしてウィルソン案は否決された。国際連盟は1920年1月，アメリカ
以外の42ヶ国の加盟国によって発足することになった（［26］）。
4．ケインズと国際通貨制度
　パり講和会議と「講和の経済的帰結」
　1914年，ケインズは労働党と自由党急進派議員たちによって結成され
た民主的統制連合にラッセル等とともに参加した。民主的統制連合は従
来の秘密主義的な外交・軍事政策を批判して，議会による民主的統制を
要求し，彼等の主張を一般的原則として，戦争終結へ導くようウィルソ
ン大統領に働きかけた。
　大学卒心後，インド省に勤務していたケインズは，第一次大戦中，大
蔵省に勤務することになり，戦争終結後のドイツ賠償問題解決に関わる
ことになった。ドイツの戦前の生産高，外国貿易，在外資産，ドイツが
失うと思われる領土の価値，．休戦条約のもとで賠償請求の基礎になるあ
らゆる損害額が計算された。
　そしてケインズはイギリス大蔵省首席代表として，必要がある場合に
は大蔵大臣に代わって演説する資格をもってパリ講和会議に参加した。
講和会議では連合国最高補給救済会議（後の最高経済会議）の公的な大
蔵省代表であった。しかしドイツの支払うべき賠償額並びに支払能力に
ついて検討する賠償委員会には大蔵省代表は参加しえず、ケインズも賠
償問題について発言する資格を与えられなかった。ところが賠償委員会
こそ，イギリス，アメリカ合衆国，フランスを中心にして戦後処理の最
大問題たるドイツ賠償問題が決定された場所であった。
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　賠償委員会でなされた討議の中心は第一に，賠償支払の全額は平和条
約に記載せず，その決定は講和会議の賠償委員会とは別の常設委員会に
委ねるというものであった。この決定はドイツがこの後長い間にわたっ
てドイツ経済再建に必要な信用を受ける資格が与えられないということ
を意味した。信用が政府の借款によるのでなく，私的な金融業者に依存
しなければならなくなり，必然的にドイツの復興資金を調達したり，巨
額の賠償支払金を不可能にするものであった。第二に，別居手当と恩給
の額が休戦条約に従って一般国民の被った損害に含められるべきである
というものであった。その結果ドイツは年間5億ポンドの賠償支払をし
なければならなかった。
　ケインズはこのような賠償委員会の決定を批判した。恩給と別居手当
を賠償金に含めることは不当であるとした。そしてケインズは「ケイン
ズ案」を提出して修正を試みたがアメリカに反対された。ケインズは大
蔵省を辞任して「講和の経済的帰結」を発表し，パリ講和条約全体を
「カルタゴの平和」と批判した。
　講和会議はフランス首相クレマンソー，アメリカ大統領ウィルソン，
イギリス首相ロイド・ジョージ，イタリア首相オルランドーによって進
められたが，クレマンソーの政治的力量が他を圧倒していた。クレマン
ソーにとってフランスのみが価値があって，フランスの栄光のみが目的
であった。そしてフランスの栄光は隣国ドイツの犠牲によってのみ実現
できると信じていた。
　ケインズは自由党急進派に属するものとして，ウィルソンの政治理念
に賛同していた。ケインズはウィルソン同様，この戦争も「われわれが
いま新しい時代の門口にたっている」つまり「新しい秩序を求めて苦闘
している人類やヨーロッパ文明という立場」で考えるべきだとした。ヨ
ーロッパに取り愚いている憎悪心とナショナリズムの代わりに「ヨーロ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9
ッパー族の幸福と連帯性という考えと希望を心に抱くようになる必要」
があると考えた。
　しかしウィルソンの政治家としての力量はクレマンソーに比べてはる
かに劣っていた。史上比類のない威信と道徳的影響力を全世界から得て
いたウィルソンが余りに経験不足であったために，パリ講和条約が「カ
ルタゴの平和」になる結果となったというのがケインズの考えであった
（［3］）。
　大恐慌と「雇用・利子及び貨幣の一般理論』
　第一次世界大戦後，不合理的な条約改正に取り組んだケインズはつぎ
に通貨の改革に取り組んだ。もともとケインズは『インドの通貨と金
融』（1913年）の著者として出発した。そこで第一次世界大戦前の世界
の通貨制度を分析して，イギリスの通貨制度が世界の通貨制度と比較し
てやや特異なものであることを明らかにした。1923年『貨幣改革論』を
発表して，国内物価水準の安定と外国為替の安定が両立しない時には，
一般的に国内物価水準の安定を優先させるべきだと云うものであった。
そのために通貨は管理されるべきであるということであった。
　1929年，世界はニューヨーク株式市場の大暴落に端を発して工業大恐
慌に突入した。「1930年の景気停滞」で1925年の金本位制への復帰と賠
償及び戦債の決済が市場利子率を自然利子率より高く維持させ，これが
景気停滞の原因であるとした。1931年『貨幣論』の主要目的は「インフ
レーションを引き起こすことのないような……信用創造の真の基準は何
であるか」を発見することであった。その解決が「貯蓄率と新投資の市
場価値額の均衡を保つことにある」ということであった。
　しかしケインズは『貨幣論』の理論と政策で大恐慌の世界を救済する
ことは出来ないと考えるようになる。1936年発表された『雇用・利子及
び貨幣の一般理論』になると，資本の限界効率が急激に低下し私企業の
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利潤原理で不況を脱出することができない世界が常態となる。「セイの
法則」の世界から「反セイの法則」の世界への転換である。
　すでに1923年『貨幣改革論』を発表した後，12月自由党のナショナ
ル・リベラル・クラブで「貨幣改革」のテーマで講演した。この講演で
自由党は伝統的にレッセ・フェーレの政党であったが，今や賢明なコン
トロールとワーカプルな干渉が必要になっていると主張した。とくに貨
幣・信用の放任は許されないと主張した（［8］，pp．158－237）。そして1926
年の「自由放任の終焉」となった。
　1930年1月に首相の経済政策の常設諮問機関として経済諮問会議が設
置され，7月同会議内に経済学者委員会の設置とともにケインズは委員
長に就任し，カーン（R。Kahn）を委員会の秘書に任命した。そしてカ
ーンに1929年に発表した「ロイド・ジョージはそれをなしうるか」とい
うパンフレットの理論的根拠付けを命じた。カーンは「第1次雇用と第
2次雇用の関係」と題するメモを提出した。このメモはピグー等の反対
によって日の目を見なかったが，その後彫琢を加え，31年6月「国内投
資の失業に対する関係」としてエコノミック・ジャーナル誌上に発表さ
れ，これがケインズ革命の口火となった。この問題から『貨幣論』の論
理の検討がカーン，ジョージ・ロビンソン，ミード，ハロッドを中心に
とするいわゆる「ケインズ・サーカス」によって進められた。ケインズ
は公共投資増加に伴う総雇用増加分の第1次雇用に対する比率に「乗
数」という用語を当て，世界的に深刻な不況を克服するために，各国が
足なみを揃えて同時に公債発行に基づく公共投資政策を実施するととも
に，この政策を実行可能にするための国際的な信用貨幣の供給を行う国
際的金融機関を設立するという政策を，各国首脳に提言した。（［9］，pp．
467－528，［15］）
11
　MF体制へ
　第一次大戦前のスターリング本位制と呼んで良い金為替本位制時代か
ら，1920年分ドル・スターリング本位制と呼んで良い金為替本位制時代
を経て1930年代，前半は変動レート制時代，後半が修正金本位制時代と
なる。第一次大戦前，イギリスは「良き債権国」であった。それに対し
て1920年代，30年代のアメリカ中心の時代は，アメリカが「悪しき債権
国」の態度を取った時代であった。経常黒字を金で吸収して，資本輸出
で相殺しなかった。アメリカ以外デフレ政策を取らざるを得なくさせ、
世界にデフレ時代をもたらした。1930年代イギリスの金本位制離脱に始
まる景気努力にもかかわらず，世界経済の恐慌化は止められず，平価切
り下げ競争，保護貿易の拡大により，ブロック経済が進行した。
　ケインズは『一般理論』発表後，第二次大戦遂行のため，アメリカと
の「武器貸与法」をめぐるイギリスの理論的代表者として国内均衡と国
際均衡の同時的達成のための理論的努力をする。クリアリング・ユニオ
ン（清算同盟）案とIMF協定のための努力である。『貨幣論』での　　’
SBMにかわってバンコール構想が全面に出てくる。
　SBMよりさらに金より離れ，金との交換性が放棄される。しかし通
貨当局が金を保有し，使用する道は残した。金は通貨にもバンコールに
もなるが，通貨は金にならずバンコールにもならない。しかしこのケイ
ンズ案は実現を見なかった。このクリアリング・ユニオンという発想は
パリ講和会議の連合国間の貸借関係を整理する課題に端を発し，第二次
大戦後の英米間の貸借関係を整理することに目的があった。パリ講和会
議以来ケインズはバックス・ブリタニカの時代は終わり，バックス・ア
メリカーナの時代が来たという認識で一貫していた。したがって世界の
ためにアメリカが良き債権国である必要がある。
　これに対してハリー・ホワイト（H．White）は違った認識に立って
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いた。この立場の違いがIMFにあらわれた。第二次大戦中，1944年連
合国は44ヶ国の代表によってニューハンプシャー州，マウント・ワシン
トン・ホテル（ホテルの住所＝ブレトン・ウッズ）で将来の経済再建の
ための会議を開いた。この目的は政治的機構として再開された国際連合
に対応する国際経済機構を構築することにあった。そこでIMFと国際
復興開発銀行が構想された。この全体の会議の主役はケインズとホワイ
トであった。ホワイトは国際通貨会議全体を自分の構想で進めるため，
通貨基金委員会をホワイトの指揮下に置き，ケインズを銀行委員会の議
長に任命して出来るかぎり多忙にさせて通貨基金の議論に参加できない
ようにするという戦略を用いた，その結果通貨基金の性格はケインズ的
な清算同盟案よりは金とのリンクを重視する性格のものになった（［1］）。
　1945年，アメリカはブレトン・ウッズを補完するものとして「世界貿
易および雇用の拡大に関する提案」を発表した。この提案は世界貿易の
運営についての明確な国際協定を締結し，国際連合の下部機構として
「国際貿易機関」という新しい国際機構を設立し，これを通して国際的
な商品と分配についての障害を除去し，雇用及び消費の拡大をはかり，
もって「人類の福祉と繁栄を達成する」というものであった。プレト
ン・ウッズ体制の出発である。
5．むすび
　1940年代から60年代まで金ドル体制が支配し，1970年代，ニクソン・
ドクトリン以降変動レート制のドル本位制で今に至っている。そしてド
ル本位制そのものが揺らいで来ている。世界の金の大部分を保有して第
二次大戦後の世界戦略に乗りだしたアメリカのリーダーシップの下で，
国際連合と国際通貨体制は自由世界の団結のシンボル的役割を果たした。
しかしナチズムとの戦争に勝利し，ボルシェビキ革命後の世界的な社会
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主義・共産主義運動の広がりの中で，旧ソビエトとの対決のためのコス
ト支払がドルの垂れ流しとなり，意図せずして「良すぎる債権国」の役
割を果たし，債権国から債務国に転落する重要な原因となった。
　そしてベトナム戦争を始めとする戦後の世界戦略は必ずしも世界から
良い評価を得ていない。それはアメリカがモンロー主義からウィルソン
的国際機構による世界秩序の樹立という理念を正しく継承しえなかった
理由による。ウィルソン大統領の下で海軍次官を勤めたフランクリン・
ルーズベルトはウィルソンの理念を継承して国際連合を再建し，自由世
界のリーダーにふさわしく行動した。しかし第二次大戦後の約8年ごと
の民主党と共和党による世界戦略の中で最も強い印象を与えたのは，ニ
クソン政権のキッシンジャー戦略であった。そしてキッシンジャー戦略
はウィーン会議をリードしたメッテルニッヒ戦略，つまり19世紀的バラ
ンス・オブ・パワー戦略であった。戦後アメリカはモンロー主義とメッ
テルニッヒ主義的バランス・オブ・パワー戦略の間を行ったり来たりし
ている。　　　　　　　　　　　　’
　本来，IMFやGATTといった国際通商・通貨システムはウィルソン
的国際政治システムのルールの下で作用できるように形成されたもので
ある。仮に理想的に作用しても，完全雇用政策を包摂した国内均衡と国
際的な「雇用と消費の拡大」を実現しながら国際均衡を同時に達成でき
るかどうか明らかでない弱いシステムである。ましてやモンロー主義や
メッテルニッヒ主義のようなパワー・1ポリティクスの下ではIMFや
GATT体制は崩壊せざるを得ない。
　21世紀，どの国がリーダーシップをとるにせよ，あるいは国連を中心
にした集団指導体制で進むにせよ，国内的にも国際的にもく十分な雇
用〉を達成しつつ自由な通商・通貨体制を樹立することが必要であると
思われる。そしてその準備を速やかにすることがいま政治学者や経済学
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者達に求められている。
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